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1.  入札説明書の定義 

奥尻町移住定住促進住宅整備事業（以下「入札説明書」という。）は、奥尻町が民間の資金、経

営能力及び技術的能力の活用を図るため、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に

関する法律（平成 11 年法律第 117 号。以下「PFI 法」という。）に基づく事業、及び、内閣府「PPP/PFI 

推進アクションプラン（令和７年改訂版）」における「ローカル PFI」として特定事業の選定を行

った（令和 8 年 4 月 1 日）、奥尻町移住定住促進住宅整備事業（以下「本事業」という。）に対し

て令和 8 年 4 月 6 日付で公告した総合評価一般競争入札についての説明書である。 

入札説明書に添付されている以下の資料は一体のものとする（以下「入札説明書等」という。）。 

・要求水準書 

・事業契約書（案） 

・基本協定書（案） 

・落札者決定基準 

・様式集 

なお、入札説明書等と令和 8 年 2 月 13 日に公表した実施方針等に関する質問・意見に対する

回答及び令和 8 年 2 月 2 日に公表した実施方針の内容に相違がある場合は、上記の記載順に優先

して適用するものとする。また、入札説明書等に記載がない事項については、入札説明書等への

質問に対する回答、実施方針によることとする。 
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2.  事業概要 

2.1.  事業名 

奥尻町移住定住促進事業（以下「本事業」という。） 

 

2.2.  事業に供される公共施設の種類 

奥尻町移住定住促進住宅（以下「本施設」という。） 

 

2.3.  公共施設等の管理者の名称 

奥尻町長 新村 卓実 

 

2.4.  事業の目的 

奥尻町（以下「町」という。）では、「第 6 期奥尻町発展計画」に基づき、「民間資金等の活用に

よる公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117 号、以下「PFI 法」という。）」

を活用し、奥尻町移住定住促進住宅を 30 戸（1DK：22 戸、2DK：8 戸）建設し、町内の居住環境

を整備することにより、町外からの町内居住促進を図る。また、政府の提唱する「ローカル PFI」

の主旨に沿った事業とすることとし、民間の技術的・経営的ノウハウを活用した質の高いサービ

スの導入や町の財政支出の平準化を図ることや、ＳＤＧｓの視点に立った再生可能エネルギーの

導入などの環境面への配慮を行い、奥尻町内の地域経済・社会により多くのメリットをもたらす

ことを目的として実施する。 

 

2.4.1.  良質なサービスの提供及びコストの縮減 

本事業の実施に当たっては、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用した効率的かつ効果

的な設計、工事監理、建設、維持管理及び運営業務を行うことにより、町に住むことの魅力を感

じることができる良質な住環境・生活環境サービス提供を図ることとする。 

また、その後の町の維持管理及び運営を含むライフサイクルコストの縮減が図られるものとす

る。 

 

2.4.2.  周辺環境との調和 

本事業は周辺施設等とあわせ、町の活性化に資する移住定住促進対策としての整備が期待され

る。 

本事業にあたっては、建築の意匠や外構の整備等において、その目的を十分に理解の上、周辺

環境と調和した整備を図るものとする。 

 

2.4.3.  地域経済の活性化 

本事業の実施に当たっては、地域の民間事業者等の参入、道内資源の活用等による地域経済へ

の貢献がなされるよう配慮するものとする。 

 

2.4.4.  地域交流の促進 

移住定住者が安心して過ごせる空間、豊かな暮らしを支えるコミュニティ機能として、既存住

民との交流を図ることができ、「居心地の良い我が家」としての居場所を創り出すものとする。 
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2.5.  事業の概要 

2.5.1.  本件施設用地の立地条件等 

事業用地 

地名番地 奥尻郡奥尻町字奥尻 37-2、37-4、40-2、40-4、40-7､40-8 

施設所有者 奥尻町 

前面道路 町道谷地線、町道谷地３号線 

面積 

総面積 4,143.96 ㎡（住宅部分面積 3,894.63 ㎡） 

37-2 121.58 ㎡ 

37-4 208.72 ㎡ （公衆用道路） 

40-2 1,494.21 ㎡ 

40-4 40.61 ㎡ （公衆用道路） 

40-7 792.82 ㎡ 

40-8 1,486.02 ㎡ 

都市計画 都市計画区域外 

用途地域 なし 

接道義務 なし 

容積率 ― 

建蔽率 ― 

一般規定 

主要な出入口 

各棟（長屋の場合は各戸）の主要な出入口は、道路又は道

路に通ずる幅員 3メートル以上の敷地内の通路に面して設

けなければならない。 

外壁の後退距離 なし 

高さ制限 なし 

日影規制 なし 

採光面積 居室の床面積 1/7 以上 

換気 居室には床面積の 1/20 以上 

シックハウス対

策 

内装の仕上げの制限、居室における換気設備、天井裏等の

措置 

天井高さ 木造の場合：直下の地面＋45cm 以上 

床下換気口 木造の場合規定有 

防火規定 防火地域 

指定なし 

延焼の恐れのある範囲の外壁、軒裏、屋根又は開口部等に

防火上の制限 

避難規定 階段の寸法 幅 74cm 以上、蹴上 22cm 以下、踏面 21cm 以上 

※ 上記は参考として示すものであり、事業者は、本事業の検討・実施等に当たって、自らの

責任において関係機関等への確認を行うこと。 

 

2.5.2.  施設要件 

(1)  住宅 

集合住宅 2 階建てとし、配置計画は事業者の提案に委ねる。 

(2)  間取り・戸数 

2DK（36 ㎡程度）・・・8 戸 

1DK（28 ㎡程度）・・・22 戸 
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(3)  駐車場 

駐車場台数は事業者の提案とする。なお、効率的な住宅配置計画を行い、極力多くの駐車場

を確保すること。 

(4)  その他 

敷地内にごみ集積所を整備すること。 

生垣、フェンス等、住居者の安全に配慮した設備を整備すること。 

(5)  施設の配置 

各施設の配置については、全体のバランスや維持管理の方法並びにセキュリティ対策に配

慮した配置とすること。 

配置計画にあたっては、周辺地区との交流、周辺の環境・日照・騒音等に十分配慮するとと

もに、電波障害による影響を与えないよう対策を講じる。また、万が一電波障害等が発生した

場合は、速やかに適切な処置を行うこと。 

本施設への人や車両の出入等の動線について周辺環境等に配慮すること。 

周辺環境と調和し、住戸内と周辺住宅間の視線などプライバシーに配慮すること。 

 

2.5.3.  事業方式 

PFI 法に基づき、町が所有する土地に事業者自らが本件施設を設計及び建設し、竣工後は町に

本件施設等の所有権を移転し、事業者が所有権移転後の事業期間中に係る本件施設等の維持管理・

運営業務を実施する BTO（Build-Transfer-Operate）方式とする。また、内閣府「PPP/PFI 推進アク

ションプラン（令和７年改訂版）」における「ローカル PFI」に沿うものとする。 

 

2.5.4.  事業期間 

本事業の事業期間は、事業契約締結日から令和 29 年 8 月末日までとする。 

 

2.5.5.  業務範囲 

事業者が行う業務の範囲は次のとおりとする。 

(1)  設計業務 

ア. 事前調査等業務 

イ. 設計業務 

ウ. 申請等業務 

(2)  工事監理業務 

ア. 工事監理業務 

(3)  建設業務 

ア. 建設業務 

イ. 什器備品設置業務 

ウ. 引渡し業務 

エ. 申請業務等 

(4)  維持管理業務 

ア. 建築物保守管理業務 

イ. 建築設備保守管理業務 
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ウ. 外構等維持管理業務 

エ. 駐車場管理業務 

オ. 環境衛生・清掃業務 

カ. 修繕業務 

キ. その他上記の業務を実施する上で必要な関連業務 

(5)  運営業務 

ア. 入居者募集業務 

イ. 入居者対応業務 

ウ. 家賃徴収等業務 

エ. 明渡し対応業務 

 

2.5.6.  事業者の収入 

本事業における事業者の収入は以下のとおりであり、原則として、町が事業者からサービスを

購入する形態の事業である。 

(1)  設計及び建設に係るものし 

町は、設計及び建設に係る補助金及び地方債が適用可能な範囲については、事業者に対して

本件施設引き渡し後に建設一時金（以下「サービス対価 A1」という。）として支払う。また、

町は、維持管理・運営期間中、事業者に対して、事業者が実施する設計及び建設に係る対価に

相当する金額からサービス対価 A1 を控除した額を、サービス対価 A2 として割賦方式（元利

均等方式）により年 4 回支払う。なお、サービス対価 A1 とサービス対価 A2 をあわせてサー

ビス対価 A とする。 

(2)  維持管理及び運営に係るもの 

町は、事業者が実施する維持管理・運営に係る費用（以下「サービス対価 B」という。）に

ついて、維持管理・運営期間にわたって事業者に年 4 回支払う。各回の支払いは同額とする。 

サービス対価 B は、物価変動に基づき、年に 1 回改定する。 

 

2.6.  事業の実施スケジュール（予定） 

事業スケジュールは、「設計・建設期間（住宅）」までに住宅 30 戸を建設し、「設計・建設期間

（外構）」までに外構を整備するなど、概ね以下を想定している。事業者には、提案による設計・

建設期間及び本件施設の所有権移転のスケジュールの変更（前倒し）は可能とするが、施設の供

用開始時期の遅延は認めない。また、落札者決定後、事業者自らの責任において設計を開始する

ことは認める。 

項目 期間 

契約締結 令和 8 年 6 月 

設計・建設期間（住宅） 令和 8 年 7 月～令和 9 年 9 月（1 年 3 ヵ月） 

設計・建設期間（外構） 令和 8 年 7 月～令和 9 年 12 月（1 年 6 ヵ月） 

所有権移転（住宅） 令和 9 年 9 月 

供用開始予定日（住宅） 令和 9 年 9 月 

所有権移転（外構） 令和 9 年 12 月 

供用開始予定日（外構） 令和 9 年 12 月 

維持管理・運営期間 令和 9 年 9 月～令和 29 年 8 月（20 年間） 
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2.7.  法令等の遵守 

事業者は、本事業の実施に当たり、関連する最新の法令等を参照し、遵守する。 

 

2.8.  個人情報保護 

事業者は、本事業の実施に当たり、個人情報保護の重要性を認識し、業務の実施に当たっては、

個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱う。 
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3.  事業者の募集及び選定に関する事項 

3.1.  募集及び選定に関する基本的な考え方 

本事業では、設計、工事監理、建設、維持管理及び運営の各業務において、事業者による効率

的・効果的なサービスの提供を求めることから、事業者の選定に当たっては、価格のみならず民

間のノウハウ並びに創意工夫を総合的に評価することが必要である。したがって、事業者の選定

方法は、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 10 の 2 に基づき、サービスの対

価の額、設計、工事監理、建設、維持管理及び運営に関する能力、事業の継続性・安定性等を総

合的に評価する「総合評価一般競争入札方式」により行うものとする。 

 

3.2.  募集及び選定のスケジュール 

事業者の募集・選定スケジュール（予定）は、次のとおりとする。 

 

日程 内容 

令和 

8 年 

4 月 1 日(水) 特定事業の選定の公表 

4 月 6 日(月) 入札公告及び入札説明書等の公表 

4 月 17 日(金) 入札説明書等に関する質問の受付期限 

4 月 22 日(水) 入札説明書等に関する質問に対する回答期限 

4 月 27 日(月) 入札参加資格審査書類の受付期限 

5 月 7 日(木) 入札参加資格審査結果の通知 

5 月 22 日(金) 入札及び提案書の受付期限 

5 月 28 日(木) 提案書に関するヒアリング（プレゼンテーションを含む） 

5 月 28 日(木) 落札者の決定及び公表 

6 月 22 日(月) 落札者との基本協定締結 

6 月 24 日(水) 特別目的会社との事業契約の仮契約締結 

6 月 29 日(月) 奥尻町議会の承認による事業契約の成立 

 

3.3.  入札参加者が備えるべき参加資格要件 

3.3.1.  入札参加者の構成等 

入札参加者の構成等は、次のとおりとする。 

ア. 入札参加者は、本事業の設計・建設業務のうち設計を担当する企業（以下「設計企業」と

いう。）、建設を担当する企業（以下「建設企業」という。）、工事監理を担当する企業（以

下「工事監理企業」という。）、本事業の維持管理業務を担当する企業（以下「維持管理企

業」という。）及び本事業の運営業務を担当する企業（以下「運営企業」という。）を含む

複数の企業のグループにより構成されるものとし、グループの代表企業を定める。設計企

業、建設企業、工事監理企業、維持管理企業及び運営企業は、一企業とすることも複数の

企業の共同とすることも可能とする。 

なお、設計企業、建設企業、工事監理企業、維持管理企業及び運営企業は、少なくとも以

下の業務を実施するものとする。 

(ア) 設計企業：設計・建設業務のうち設計業務 

(イ) 建設企業：設計・建設業務のうち建設業務 

(ウ) 工事監理企業：設計・建設業務のうち工事監理業務 

(エ) 維持管理企業：維持管理業務のうち建築物保守管理業務、建築設備保守管理業務 



 

 

- 8 - 

(オ) 運営企業：運営業務のうち入居者募集に関する宣伝等業務、敷金・家賃等の徴収、町 へ

の納入業務、入居者向けカスタマーサービス業務 

イ.  上記の業務以外に、資金調達・事業マネジメント等本事業を実施する上で必要となる業務

を担当する企業等（以下「その他企業」という。）を必要に応じて構成員に含めることがで

きる。 

ウ. 同一の企業が複数の業務を実施することができるが、建設企業と工事監理企業を同一の者

又は相互に資本面若しくは人事面で関係のある者が兼ねることはできない。（「資本面で関

係のある者」とは、当該企業の発行済み株式総数の 100 分の 50 以上の株式を有し、又はそ

の出資の総額の 100 分の 50 以上の出資をしている者をいい、「人事面で関係のある者」と

は、当該企業の役員を兼ねている者をいう。以下に同じ。） 

エ. 落札者は、町との仮契約の締結までに、本件施設用地を除く奥尻町内に特別目的会社（以

下「SPC」という。）を設立し、代表企業は出資者中最大の議決権をもつものとする。SPC

は、会社法（平成 17 年法律第 86 号）の定める株式会社とする。 

オ. 入札参加者の構成員は以下の定義により分類される。なお、代表企業は原則、変更できな

いものとするが、本件施設の所有権移転後は、町が承認した場合に限り、SPC の資本割合

の変更を可とし、それに伴って代表企業の変更も可とする。 

代表企業：SPC から直接業務の受託・請負をし、かつ SPC に出資する企業のうち、構成員

を代表し入札手続きを行う企業 

構成企業：SPC から直接業務の受託・請負をし、かつ SPC に出資する企業 

協力企業：SPC から直接業務の受託・請負をし、かつ SPC には出資しない企業 

カ. 一入札参加者の構成員は、他の入札参加者の構成員になることはできない。ただし、町が

事業者との事業契約を締結後、選定されなかった入札参加者の構成員が、事業者の業務等

を支援及び協力することは可能とする。 

キ. 代表企業及び構成企業以外の者が SPC の出資者となることは可能であるが、全事業期間に

おいて、当該出資者による議決権保有割合は全体の 50%未満とする。また、SPC の株式に

ついては、事業契約が終了するまで、町の事前の書面による承諾がある場合を除き、譲渡、

担保権等の設定その他一切の処分を行ってはならない。 

ク. 入札参加者の構成員は、SPC から受託した又は請け負った業務の一部について、第三者に

委託又は下請負人を使用することができるが、その際は、当該委託又は請負にかかる契約

を締結する前に町に通知し、承諾を得るものとする。 

 

3.3.2.  入札参加者の資格要件 

入札参加者の構成員は、次の参加資格要件のうち、分担する業務範囲に応じた要件のいずれに

も該当しなければならない。 

ア. 設計企業は、次の全ての要件を満たしていること。なお、複数の企業で共同して設計業務

を実施する場合、すべての企業が（ア）及び（イ）の要件を満たし、かつ少なくとも１者

はすべての要件を満たしていること。 

(ア) 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条第１項の規定に基づく一級建築士事務所の

登録を受けていること。 

(イ) 令和７年度奥尻町測量及びコンサルタント等業務入札参加資格者名簿に登録されており、
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業種が「建築関係建設コンサルタント」であること。 

(ウ) 国又は地方公共団体が発注した新築、かつ延床面積 500 ㎡以上の公共施設（平成 28 年 2

月以降に竣工した施設に限る）の実施設計を元請として完了した実績を有していること。 

(エ) 平成 28年 2月以降に竣工した住宅の実施設計を元請として完了した実績を有しているこ

と。なお、住宅の実績は、国又は地方公共団体及び民間発注のどちらでもよい。 

イ. 建設企業は、次の全ての要件を満たしていること。なお、複数の企業で共同して建設業務

を実施する場合、すべての企業が（ア）から（イ）までの要件を満たし、かつ少なくとも

１者は全ての要件を満たしていること。 

(ア) 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条第１項の規定により、建築一式工事につき特

定建設業の許可を受けていること。 

(イ) 令和７年度奥尻町建設工事入札参加資格者名簿に登録されており、業種が「建築一式工

事」であること。 

(ウ) 建設業法第 27 条の 23 第１項に定める経営事項審査（有効期間内にある直近のもの。）の

結果において建築工事一式の総合評定値が 1,100 点以上であること。 

(エ) 国又は地方公共団体が発注した新築、かつ延床面積 500 ㎡以上の公共施設（平成 28 年 2

月以降に竣工した施設に限る）の施工を元請として完了した実績を有していること。な

お、共同企業体で施工した場合、共同企業体の構成員数が３社以上で 20%以上出資した

者、２社で 30％以上出資した者については実績とみなす。 

(オ) 平成 28年 2月以降に竣工した住宅の実施設計を元請として完了した実績を有しているこ

と。なお、住宅の実績は、国又は地方公共団体及び民間発注のどちらでもよい。 

ウ. 工事監理企業は、次の全ての要件を満たしていること。なお、複数の企業で共同して工事

監理業務を実施する場合、すべての企業が（ア）及び（イ）の要件を満たし、かつ少なく

とも１者はすべての要件を満たしていること。 

(ア) 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条第１項の規定に基づく一級建築士事務所の

登録を受けていること。 

(イ) 令和７年度奥尻町測量及びコンサルタント等業務入札参加資格者名簿に登録されており、

業種が「建築関係建設コンサルタント」であること。 

(ウ) 国又は地方公共団体が発注した新築、かつ延床面積 500 ㎡以上の公共施設（平成 28 年 2

月以降に竣工した施設に限る）の工事監理を元請として完了した実績を有していること。 

(エ) 平成 28年 2月以降に竣工した住宅の実施設計を元請として完了した実績を有しているこ

と。なお、住宅の実績は、国又は地方公共団体及び民間発注のどちらでもよい。 

エ. 維持管理企業は、次の要件を満たしていること。なお、複数の企業で共同して維持管理業

務を実施する場合、すべての企業が（ア）の要件を満たし、かつ少なくとも１者はすべて

の要件を満たしていること。 

(ア) 令和７年度奥尻町物品及び役務入札参加資格者名簿に登録されていること。 

オ. 運営企業は、次の全ての要件を満たしていること。なお、複数の企業で共同して運営業務

を実施する場合、すべての企業が（ア）の要件を満たし、かつ少なくとも１者はすべての

要件を満たしていること。 

(ア) 令和７年度奥尻町物品及び役務入札参加資格者名簿に登録されていること。 

カ. その他企業は、次の要件を満たしていること。 
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(ア) 令和７年度奥尻町測量及びコンサルタント等業務入札参加資格者名簿、令和７年度奥尻

町建設工事入札参加資格者名簿又は令和７年度奥尻町物品及び役務入札参加資格者名簿

に登録されていること。 

キ. 入札参加者の構成員が、奥尻町入札参加資格を有していない場合は、随時受付を行うため、

奥尻町ホームページを確認のうえ、手続きを行うこと。 

 

3.3.3.  構成員の制限 

次に該当する者は、参加者の構成員となることはできない。 

ア. 地方自治法施行令第167条の４（昭和22年政令第16号）の規定に該当する者 

イ. 国・北海道・町の指名停止措置を受けている者 

ウ. 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続き開始の申立をしている者又は民事再生法（平

成11年法律第225号）に基づき再生手続き開始の申立をしている者（ただし、手続き開始の決定を受け

た者で、所定の手続きに基づく再認定等を受けている場合を除く。） 

エ. 破産法（平成16年法律第75号）の規定に基づき破産手続開始の申立がなされている者、手形交換所に

よる取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者又は提案書提出日前６か月以内に手形、小切手を

不渡りしている者 

オ. 法人税、消費税、法人事業税、法人市民税を滞納している者 

カ. 次の（ア）から（カ）までのいずれの場合にも該当する者（（ウ）～（カ）については役員又は使用して

いる相当の責任の地位にある者が該当する場合も含む） 

(ア) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以

下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）が、役員として

又は実質的に、経営に関与していること。 

(イ) 暴力団員を、相当の責任の地位にある者として使用し、又は代理人として選任している

こと。 

(ウ) 自己、自己が経営する法人その他の団体、自己が所属する法人その他の団体又は第三者

の利益を図るため、又は第三者に損害を与えるために、暴力団（法第２条第２号に規定

する暴力団をいう。以下同じ。）の威力を利用していること。 

(エ) 暴力団又は暴力団員（以下「暴力団等」という。）に金銭的な援助を行い，その他経済的

な便宜を図っている。 

(オ) 暴力団等に関係する事業者であることを知りながら、当該事業者に下請負又は再委託を

行い、その他当該事業者を利用していること。 

(カ) （ア）～（オ）に掲げるもののほか、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有してい

ること。 

キ. 本事業に係るコンサルタント業務に関与した者又はこれらの者と資本面若しくは人事面において関係が

ある者 

※本事業のコンサルタント業務に関与した者は、次に掲げるとおりである。 

・株式会社北海道二十一世紀総合研究所 北海道札幌市中央区大通西３丁目 11 番地北洋 

ビル６階 

・はぜのき法律事務所 東京都中央区築地２丁目３番４号築地第一長岡ビル 10 階 

ク. 町が本事業のために設置する審査委員会の委員又はこれらの者と資本面若しくは人事面において関係が
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ある者。なお、入札公告日以降に、本事業について委員と接触を試みた者については、参加資格を失う

ものとする。 

 

3.3.4.  地域経済への配慮等 

本事業の実施に当たっては、奥尻町内に本社、本店等の主たる営業所を有する事業者の積極的

な活用や地元雇用の創出に努めるとともに、事業期間中における必要な物資・飲食物・消耗品等

を町内から調達するなど、地域経済の振興に配慮すること。 

 

3.3.5.  入札参加資格の確認 

入札参加資格の確認は、入札参加資格審査書類の受付締切日とする。ただし、入札参加資格確

認後、落札者の決定日までの間に、入札参加者の構成員が上記入札参加者の備えるべき入札参加

資格要件を欠くような事態が生じた場合には、次のとおりとする。 

ア. 構成員のうち、代表企業が入札参加資格要件を欠くような事態が生じた場合には、失格とする。 

イ. 構成員のうち、代表企業以外の者が入札参加資格要件を欠くような事態が生じた場合には、町と協議の

うえ、町が当該構成員の除外又は変更を認めた場合に限り、引き続き有効とする。 

 

3.4.  入札手続き等 

3.4.1.  入札説明書等に関する質問の受付 

入札説明書針等に関する質問を次のとおり受け付ける。 

 

(1)  受付期間 

令和 8 年 4 月 6 日（月）から令和 8 年 4 月 17 日（金）17 時まで 

 

(2)  受付方法 

件名を「（企業名・質問書）奥尻町移住定住促進住宅整備事業」とし、入札説明書等に関す

る質問（様式集 様式 1）に記入の上、添付ファイルにて電子メールにより下記に提出するこ

と。 

電子メール：info＠town.okushiri.lg.jp 

 

3.4.2.  入札説明書等に関する質問に対する回答 

入札説明書等に関する質問に対する回答は、質問者の特殊な技術やノウハウ等に関わり、質問

者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する恐れのあるものを除き、令和 8 年 4 月 22 日

（水）までに、町ホームページで公表する。 

なお、町は、提出のあった質問及び意見のうち必要と判断した場合には、質問及び意見の提

出者に直接ヒアリングを行うことがある。 

 

3.4.3.  入札参加資格審査書類の受付、入札参加資格審査結果の通知 

入札に参加を希望する者は、入札参加資格審査書類を提出し入札参加資格の確認を受けること。 

なお、期限までに入札参加資格審査書類を提出しない者及び入札参加資格がないとされた者は

入札に参加することはできない。 
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(1)  入札参加資格審査書類の受付期間・提出場所及び方法 

ア 受付期間 

令和 8 年 4 月 6 日（月）から令和 8 年 4 月 27 日（月）までの奥尻町の休日を除く 10 時か

ら 17 時。（12 時 00 分から 13 時 00 分までを除く。） 

ただし、郵送による場合は、上記日時までに必着させること。 

イ 提出場所 

〒043-1498 北海道奥尻郡奥尻町奥尻 428-2 

奥尻町建設水道課管理係 

ウ 提出方法 

入札参加資格審査書類は、提出場所へ書留郵便等又は持参により提出すること。 

 

(2)  入札参加資格審査書類の作成 

入札参加資格審査書類は、様式集（様式 2～17）に定めるところに従い作成すること。 

なお、町は、提出された入札参加資格審査書類を審査した上で必要があると判断した場合は、

当該入札参加資格審査書類の補正若しくは再提出又は追加書類の提出を求めることがある。 

 

(3)  入札参加資格審査結果の通知 

入札参加資格審査結果は、入札参加資格審査書類を提出した者に対して、書面により令和 8

年 5 月 7 日（木）までに通知する。 

 

(4)  入札参加資格がないとされた場合の扱い 

入札参加資格審査により、入札参加資格がないとされた者は、参加資格がないと判断された

理由について、書面により次のとおり説明を求めることができる。 

ア 受付期間 

令和 8 年 5 月 7 日（木）から令和 8 年 5 月 13 日（水）までの休日を除く 10 時から 17 時。

（12 時 00 分から 13 時 00 分までを除く。） 

ただし、郵送による場合は、上記日時までに必着させること。 

イ 提出場所 

〒043-1498 北海道奥尻郡奥尻町奥尻 428-2 

奥尻町建設水道課管理係 

ウ 提出方法 

入札参加資格がないとされた理由の説明要求書（様式集 様式 18）を提出場所へ書留郵便

等又は持参により提出すること。 

エ 回答 

令和 8 年 5 月 18 日（月）までに書面により回答する。 

 

(5)  その他 

ア 入札参加資格審査書類の作成及び提出に係る費用は、入札参加希望者の負担とする。 

イ 町は、提出された入札参加資格審査書類を入札参加資格の審査以外の目的で提出者に無断



 

 

- 13 - 

で使用しない。 

ウ 入札参加資格審査において入札参加資格があると認められた者であっても、町に提出した

書類等に虚偽の記載をし、若しくは重要な事実について記載をしなかったことが判明した

場合は、当該審査結果を取り消すものとする。 

エ 入札参加資格審査書類の提出以後、入札参加資格審査において入札参加資格があると認め

られた者が入札及び提案書の提出を辞退する場合は、入札辞退届（様式集 様式 20）を入

札書及び提案書の受付期間に以下に書留郵便等又は持参により提出すること。 

〒043-1498 北海道奥尻郡奥尻町奥尻 428-2 

奥尻町地域政策課 井田 

 

3.4.4.  入札及び提案書の受付 

入札参加者は、入札書及び提案書を受付期間に町に提出すること。 

 

(1)  入札書及び提案書の受付期間・場所及び方法 

ア 入札書及び提案書の受付期間 

令和 8 年 5 月 7 日（木）～5 月 22 日（金）9 時から 17 時まで。 

イ 提出場所 

〒043-1498 北海道奥尻郡奥尻町奥尻 428-2 

奥尻町地域政策課 井田 

ウ 提出方法 

入札書（様式集 様式 21）及び提案書を書留郵便等又は持参により上記日時までに必着さ

せること。 

 

(2)  入札及び提案審査書類の受付にあたっての留意事項 

ア 入札説明書の承諾 

入札参加者は、入札説明書の記載内容を承諾の上、入札すること。 

イ 費用負担等 

入札書及び提案書の作成並びに入札・提出等に係る必要な費用は、すべて入札参加者の負

担とする。 

ウ 入札書及び提案書の作成方法 

入札書及び提案書は、様式集に定めるところにより作成し、様式集に定める部数を提出す

ること。 

エ 入札の辞退 

入札参加者が、入札書及び提案書の受付期間に当該書類を提出しない場合は、辞退したも

のとみなす。 

オ 公正な入札の確保 

入札参加者は「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭和 22 年法律第 54 号）

に抵触する行為を行ってはならない。入札参加者が連合し又は不穏な行動をなす等の場合に

おいて、入札を公正に執行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札

に参加させず、入札の執行を延期又は取りやめることがある。 
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なお、後日、不正な行為が判明した場合には、契約の解除等の措置をとることがある。 

カ 入札書の記載等 

（ア） 入札予定価格 

766,350,000 円（消費税及び地方消費税相当額を除く） 

入札予定価格は、事業契約締結後の物価変動による増減額を除く額である。また、消費税及

び地方消費税相当額を加えた額は、837,663,000 円である。これらの額を超えた場合は、当該

入札を無効とする。 

（イ） 入札金額の記載 

入札金額は、入札書（様式集 様式 21）に記載すること。この際の計算に物価変動率は見

込まないものとする。 

入札時には、入札参加者は、元本及びスプレッドを提案するとともに、基準金利を 2.659%

として割賦手数料を提案するものであるが、事業期間における実際の支払額は、事業契約書

に定める基準金利にて算定される額とする。 

キ サービス対価 A1 

町は、サービス対価 A のうち、下式により算定されるサービス対価 A1 を本件施設引き渡

し後に事業者に支払う。 

サービス対価 A1＝（事業者が提案する工事費※1－国庫補助金※2）×75% 

＋国庫補助金＋初期調達費に係る消費税相当額※3 

※1： 工事費とは、建築工事、各設備工事等の額とする。（様式集 様式 26-4①（■本件施

設の整備）の費目 1～9 の合計金額） 

※2： 国庫補助金は、提案に際しては 60,000 千円とすること。国庫補助金は、固定の金額

とし、消費税及び地方消費税相当額などを加算しないこと。なお、国庫補助金は、令

和 8 年度分として令和 9 年 4 月に 10,000 千円、令和 9 年度分として令和 10 年 1 月

に 50,000 千円の支払いを予定している。） 

※3： 初期調達費に係る消費税相当額は、様式集 様式 26-4①（■本件施設の整備）の消

費税及び地方消費税相当額とする。 

なお、実際に事業者に支払うサービス対価 A1 は、補助金算定基準や補助単価の変更等に伴

い提案時の金額とは異なる場合がある。この場合に金融機関への事務手数料等の追加費用が

発生する場合、事業者がその追加費用を負担する。また、サービス対価 A1 が変更となった場

合、サービス対価 A2 で変更額を調整するとともに、変更後のサービス対価 A2 に合わせて割

賦手数料を調整する。 

 

ケ 入札執行回数 

1 回とする。 

コ 本事業に関する提案内容を記載した審査資料の取扱い 

（ア） 著作権 

提案書の著作権は、入札参加者に帰属する。ただし、町は、本事業において公表が必要と認

めるときは、提案書の全部又は一部を無償で使用できるものとする。 

また、契約に至らなかった入札参加者の提案については、町が事業者の選定過程等を説明

する以外の目的には使用しないものとする。なお、提出を受けた提案書は一切返却しない。 
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（イ） 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他法令等に基づいて保護され

て第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材料、施工方法、維持管理方法等を使用す

ることとしている場合、これらの使用により生じる責任は入札参加者が負うこととする。 

これによって町が損失又は損害を被った場合には、入札参加者は町に対して当該損失及び

損害を補償及び賠償しなければならない。 

（ウ） 町からの提示資料の取扱い 

町が提供する資料は、入札に係る検討以外の目的で使用することはできない。 

（エ） 入札書及び提案書の変更禁止 

入札書及び提案書の変更はできない。ただし、提案書における誤字等の修正についてはこ

の限りではない。 

サ 入札保証金及び契約保証金 

（ア） 入札保証金 

免除する。 

（イ） 契約保証金 

設計・建設期間については、事業契約の効力が発生する日に、サービス対価 A1 及びサービ

ス対価 A2 の元本額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の 10 分の 1 以上に相当する額を

契約保証金として納付するものとする。 

維持管理・運営期間については、本件施設引渡日までに、2 年度のサービス対価 B（消費税

及び地方消費税相当額を含む。）の 10 分の 1 以上に相当する額を契約保証金として納付する

ものとする。 

なお、契約保証金の納付は、これに代わる担保の提供をもって代えることができるものと

し、詳細については、事業契約書（案）に記載する。 

 

(3)  開札 

ア 日時 

令和 8 年 5 月 25 日（月）10 時 

イ 入札の無効 

奥尻町財務規則第 120 条の各号の規定に該当する入札のほか、入札参加資格審査書類その

他の提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札は、無効とする。 

 

3.5.  落札者の決定方法等 

落札者の決定方法は総合評価一般競争入札方式とし、審査は「入札参加資格審査」、「提案内容

審査」の二段階に分けて実施する。なお、詳細は落札者決定基準を参照のこと。 

 

3.5.1.  審査 

審査は、検討委員会が落札者決定基準に基づき行う。 

 

3.5.2.  ヒアリングの実施 

落札者決定基準に基づき加点項目審査の対象となった入札参加者に対して提案内容の説明を求
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めるため、令和 8 年 5 月 28 日（木）にヒアリングを行う。 

ヒアリングは、入札参加者による提案書に関するプレゼンテーションを 30 分、検討委員会若し

くは町から入札参加者への提案書に関する質疑及び入札参加者から同委員会若しくは町への回答

を 30 分とし、入札参加者の出席者数は 10 名までとする。 

なお、実施場所や時間等の詳細については、別途加点項目審査の対象となった入札参加者に対

して通知するものとする。 

 

3.5.3.  落札者の決定及び公表 

(1)  落札者の決定 

町は、検討委員会の審査結果を踏まえ、落札者を決定する。 

 

(2)  結果及び評価の公表 

町は、検討委員会における審査結果を取りまとめて、各入札参加者の代表事業者に書面にて

通知後、町のホームページ等で公表する。なお、当該公表では、落札者決定基準に定める加点

項目審査に係る各審査項目において各入札参加者が獲得した得点も公表する予定である。 

 

(3)  落札者を決定しない場合の措置 

入札参加資格審査書類提出者や入札参加者がない場合には、落札者を決定せず、その旨を町

のホームページ等で速やかに公表する。 

なお、入札参加資格審査書類提出者や入札参加者が 1 者であった場合も入札参加資格審査

及び提案内容審査を実施し、事業者として適切と判定された場合において、当該提案を最優秀

提案と選定する。 

ただし、入札参加資格審査及び加点項目審査を除く提案内容審査において失格となった場

合及び加点項目審査において事業者として適切ではないと判定された場合は、本入札は成立

しないものとする。 

  

3.6.  契約に関する基本的な考え方 

3.6.1.  基本協定の締結 

町は落札者の構成員と基本協定を締結する。 

また、落札者の構成員が基本協定の締結までの間に入札参加者が備えるべき参加資格要件を満

たさなくなったときは、当該入札参加者の落札の決定を取り消すものとする。この場合、町は当

該入札参加者以外の入札参加者のうち、最も評価の高かった者を落札者として基本協定を締結す

る。ただし、町が別途指定する期間内に、参加資格要件を満たさなくなった構成員（代表事業者

は除く）に代わって、参加資格を有し、かつ町が認める構成員の補完をした場合には、落札の決

定を取り消さない場合がある。 

なお、町は落札者の事由により基本協定を締結しない場合は、違約金として落札金額の 100 分

の 10 に相当する金額を請求することがある。 

 

3.6.2.  SPCの設立 

落札者は、本事業を実施するため、SPC を会社法に定める株式会社の形態で、本件施設用地を
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除く奥尻町内に設立するものとする。 

落札者の代表事業者及び構成事業者は SPC に対して必ず出資し、代表事業者の議決権割合は最

大となるものとする。また、代表事業者及び構成事業者全体の有する議決権の割合は、全議決権

の 2 分の 1 を超えること。 

なお、SPC の株式については、事業契約が終了するまで、町の書面による事前承諾がある場合

を除き、譲渡、担保権等の設定その他一切の処分を行ってはならない。 

 

3.6.3.  事業契約の締結 

町は落札者が設立する SPC と仮契約を締結する。仮契約は、奥尻町議会において本事業の契約

締結に係る議決を得た場合に本契約となる。 

また、落札者の構成員が本契約までの間に入札参加者が備えるべき参加資格要件を満たさなく

なったときは、当該入札参加者の落札の決定を取り消すとともに、仮契約を締結していた場合は

当該契約の効力を失うものとする。この場合、町は当該入札参加者以外の入札参加者のうち、最

も評価の高かった者を落札者として仮契約を締結する。ただし、町が別途指定する期間内に、参

加資格要件を満たさなくなった構成員（代表事業者は除く）に代わって、参加資格を有し、かつ

町が認める構成員の補完をした場合には、落札の決定及び仮契約の効力を取り消さない場合があ

る。 

なお、町は落札者の事由により本契約を締結できない場合は、当該事由に帰責性を有する構成

員に対して違約金として基本協定書に規定する金額を請求することがある。 

 

3.6.4.  基本協定書の内容変更 

落札者の構成員との基本協定書の締結に際し、基本協定書の内容変更は行わない。ただし、基

本協定書の締結までの間に、条文の意味を明確化するために文言の修正を行うことは可能である。 

 

3.6.5.  事業契約書の内容変更 

SPC との仮契約の締結に際し、事業契約書の内容変更は行わない。ただし、仮契約の締結まで

の間に、条文の意味を明確化するために文言の修正を行うことは可能である。 

 

3.6.6.  基本協定書及び事業契約書作成費用 

基本協定書及び事業契約書の検討に係る SPC 側の弁護士費用、印紙代など、基本協定書及び事

業契約書の作成に要する費用は、落札者の負担とする。 

 

3.6.7.  SPCの事業契約上の地位 

町の事前の承諾がある場合を除き、SPC は事業契約上の地位及び権利義務を譲渡、担保提供そ

の他の方法により処分してはならない。 

 

3.6.8.  金融機関と町の協議（直接協定） 

事業が適正に遂行されるよう、一定の重要事項について、必要に応じて、事業者に資金提供を

行う金融機関と町で協議し、直接協定を締結することがある。 
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その他 

3.7.  事業契約の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項 

事業契約の解釈について疑義が生じた場合、町と事業者は誠意をもって協議するものとし、一

定期間内に協議が整わない場合には、事業契約書に定める具体的措置に従う。 

また、事業契約に関する紛争については、函館地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。 

 

3.8.  法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援等に関する事項 

3.8.1.  法制上及び税制上の措置 

本事業を行うために必要な土地は行政財産であり、町はこれを無償で使用させる。また、町は、

事業者による業務実施に必要な許認可等の取得に関し、可能な範囲で必要な協力を行うものとす

る。 

現段階では、本事業に関する法制上及び税制上の措置等を想定していない。 

 

3.8.2.  財政上及び金融上の支援 

(1)  交付金及び地方債等 

町は、本事業において交付金及び地方債等を充当することを前提としているため、事業者は

交付金又は起債申請等に必要な書類等の作成及び支援を行うこと。 

 

(2)  その他の財政上または金融上の支援 

事業者が本事業を実施するにあたり、交付金及び地方債以外の財政上または金融上の支援

を受けることができる可能性がある場合は、町はこれら支援を事業者が受けることができる

よう可能な範囲で必要な協力を行うものとする。 

なお、町は事業者に対する補助、出資、保証等の支援は行わない。 

 

3.9.  苦情の申し立て 

本事業の入札手続きに関しては、政府調達に関する苦情の処理手続（平成 21 年制定）により、

当該入札手続における入札参加資格の確認その他の手続に関し、奥尻町行財政局管財契約部契約

課に対して苦情の申立てをすることができる。 

 

3.10.  その他本事業の実施に関し必要な事項 

3.10.1.  町議会の議決 

町は、事業契約の締結に関する議案を令和 8 年定例町議会（6 月町議会）に提出する予定であ

る。 

 

3.10.2.  入札参加に伴う費用負担 

入札参加に伴う費用は、全て入札参加者の負担とする。 

 

3.10.3.  本事業において使用する言語、通貨単位等 

本事業において使用する言語は日本語、単位は計量法（平成 4 年法律第 51 号）に定めるもの、

通貨単位は円、時刻は日本標準とする。 

 



 

 

- 19 - 

3.10.4.  情報公開及び情報提供 

本事業に関する情報は、適宜、町ホームページにおいて公表する。 

 

3.11.  入札説明書等に関する問合せ先 

入札説明書等に関する問合せ先は、次のとおりとする。 

奥尻町地域政策課 井田 

〒043-1498 北海道奥尻郡奥尻町奥尻 428-2 

電話：01397-2-3402 

電子メール：info＠town.okushiri.lg.jp 

 

 


